
Title of Your Paper 
 
 

Journal of Disaster Research  submitted 
 

 

1

SIP防災の課題⑦－２では、首都圏に代表され1 
る巨大都市における震災と集中豪雨等による水2 
害に起因する複合災害への効果的な対応・減災支3 
援技術を開発するため、「サブテーマ１：巨大都4 
市・大規模ターミナル駅周辺地域における複合災5 
害への対応支援アプリケーションの開発」、およ6 
び、「サブテーマ２：地域防災の持続的向上可視7 
化アプリケーションの技術開発」を実施した。前8 
者では、災害前に対象エリアのハザード・リスク9 
評価を踏まえた災害時の行動指針・ルールを策定10 
し、災害時には関連情報を一般市民・災害対応従11 
事者に配信し、混乱等の２次災害低減のための効12 
率的な対応支援のためのアプリを開発した。一方、13 
後者では災害時における「限られた時間・人員・14 
物資を最大限に活用して被害を最小化すること」15 
を目的として、災害発生時には空間的に散在して16 
いる，様々なタスク（対応すべき用件）と担当者17 
を合理的に「マッチング」させ，巡回するための18 
最適ルートを提示して「ナビゲート」し，その進19 
捗状況を「モニタリング」することのできる「巡20 
回支援アプリ」を開発した。 21 

Keywords: 巨大都市の複合災害、震災、水災、災22 
害対応支援、巡回支援 23 

1.   Introduction 24 

2011年東日本大震災では首都東京は震度５で25 
あったが、公共交通は停止し、大規模ターミナ26 
ル駅周辺には膨大な帰宅困難者が溢れ、首都機27 
能はマヒ状態となり、改めて巨大都市の脆弱性28 
が浮き彫りとなった。高層建築や大規模ターミ29 
ナル駅、広大な木造密集市街地など膨大な人口30 
が密集する超巨大都市東京は、首都直下地震や31 
南海トラフ巨大地震などの地震災害に対する防32 
災・減災対策の推進が焦眉の課題である。さら33 
には、かつて人が住まなかった洪水や高潮など34 
の水害の常襲地域である河川流域や湾岸低地に35 
は広大な市街地が拡大しており、最悪の場合、36 
震災による直接被害や大規模な延焼火災に、水37 
害が同時発生し、大群集のパニック（群集雪38 

崩・流言飛語・治安悪化）など複合化する大規39 
模災害への対応も必要となっている。一方、過40 
去のM7級の首都直下地震の大半は深い地震が多41 
く、深刻な被害が生じた訳ではないことにも注42 
意すべきである。従って最悪な想定だけでな43 
く、発生確率の高い中小規模の災害も想定し、44 
災害時には被災レベルに応じた柔軟な対応行動45 
を行い、かつ限られた施設・地域の資源を最適46 
に活用できる体制を整備しておく必要がある47 
[1]。 48 
以上の背景より、本課題では首都圏における首49 

都直下地震等による震災と集中豪雨等による水50 
害に起因する複合災害への効果的な対応・減災支51 
援技術を開発することを目的とし、２つのサブテ52 
ーマ「巨大都市・大規模ターミナル駅周辺地域に53 
おける複合災害への対応支援アプリケーション54 
の開発」、および、「地域防災の持続的向上可視55 
化アプリケーションの技術開発」を実施した。 56 

2. サブテーマ１：巨大都市・大規模ターミ57 

ナル駅周辺地域における複合災害への対58 

応支援アプリケーションの開発 59 

本サブテーマでは、大規模ターミナル駅周辺60 
地域における震災と水災による複合災害を想定61 
して、膨大な駅周辺滞留者や帰宅困難者等によ62 
る混乱等の２次災害防止を支援するアプリケー63 
ションを開発した。具体的にはFig.1に示すよう64 
に、①対象地域のハザード・リスクを評価し、65 
②事前に災害時の行動ルール・指針を策定し、66 
③災害時には外部や地域内の災害関連情報を受67 
信し、④災害対応従事者と一般市民に向けて混68 
乱防止のために必要な情報を提供する、一連の69 
仕組みと対応支援のアプリケーションで構成さ70 
れる。開発したアプリの有効性を検証するテス71 
トフィールドとして、首都圏を代表する代表的72 
な大規模ターミナル駅である新宿駅、北千住73 
駅、および、横浜駅の周辺エリアに適用した。 74 

 75 
 76 
 77 
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Fig.1. 災害対応支援アプリケーションの概念図 10 

2.1. 新宿駅周辺エリアへの適用 11 

新宿駅周辺エリアの現況と共助による震災被12 
害低減の取組みを紹介する。当エリアは世界最大13 
の乗降者数（約347万人/日）の新宿駅を核とし、14 
西口エリアは超高層ビル街、東口エリアは我が国15 
で最大の商業・歓楽地域である。エリア内では約16 
2万人の（夜間人口）は対し、昼間人口は約30万人17 
を超え、東京都の想定（2012）では震災時には駅18 
周辺に約17万人が滞留し、約9万人の帰宅困難者19 
が発生すると想定されている。このため、震災に20 
よる１次災害低減と震災時の混乱等による２次21 
災害防止を目的として、地元自治体・事業者・大22 
学等により2007年に新宿駅周辺防災対策協議会23 
を設立し、講習会やワークショップ、防災訓練な24 
ど様々な活動を行っている。 25 

本事業では新宿駅周辺防災対策協議会と連携26 
し、初めに震災時における帰宅困難者による混乱27 
防止のためのエリア内の行動指針を策定し、その28 
効果を群集シミュレーションで検証した[2]。具体29 
的には、４つの時間フェーズによる指針を定めて30 
いる。まず震災直後の「発生フェーズ」ではむや31 
みに移動せず、各自の身の安全を確保し、次に「残32 
留・退避フェーズ」ではできるだけ建物・施設内33 
に留まるが、どうしても避難する必要があるか、34 
身の寄せる場所が無い場合は、駅ではなく東西二35 
カ所の広域避難場所に退避する（Fig.2）。さらに36 
「滞在フェーズ」では、エリア内で安全確認がで37 
きた一時滞在施設に最大で３日間滞在し、最後に38 
「帰宅フェーズ」では幹線道路や公共交通の運行39 
状況が分かり次第、帰宅が可能な人から順次帰宅40 
する。行動指針の有無による当該エリアでの混乱41 
度の低減効果は、Fig.3に示すように群集シミュレ42 
ーションにより確認した[2]。 43 

 44 
 45 
 46 
 47 
 48 
 49 
 50 
 51 
 52 
Fig.2. 新宿駅周辺エリアにおける震災時行動指針 53 
（左：残留・退避フェーズ、右：滞在フェーズ） 54 

 55 
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 59 
 60 
 61 
Fig.3. 行動指針による行動の有無による群集による混雑62 

度低減効果の検証（避難開始から45分後の群集シミュ63 
レーション結果、赤色が停止している避難者） 64 
左：建物内在館者の半数が避難した場合 65 
右：全員が建物内に留まった場合） 66 
 67 
 68 
 69 

 70 
 71 
 72 
 73 
 74 
 75 
 76 
 77 
 78 
 79 
 80 
Fig.4. 災害対応支援のための情報受配信システムの概要 81 
 82 
 83 
 84 
 85 
 86 
 87 
 88 
 89 
 90 
 91 
 92 
 93 
 94 
 95 
 96 
 97 
Fig.5. 災害関連情報受信アプリのスマホ画面の例 98 
 左：行動指針・地震・鉄道運行情報の画面 99 
 右：一時滞在施設情報の画面 100 
 101 
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 103 
 104 
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 106 
 107 
 108 
 109 
 110 
 111 
Fig.6. 新宿駅西口地域防災訓練での実証実験（2017年11月） 112 
 左：西口現地本部における情報受配信の様子 113 

右：サイネージによる滞留者の新宿中央公園への誘導 114 
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次に、当エリアを対象に震災時の対応支援アプ1 
リを開発し、地域防災訓練を活用した実証実験を2 
実施した[3]-[5]。Fig.4は開発した対応支援シス3 
テムの概要である。震災時に現地本部（工学院大4 
学内）を立ち上げると同時に、SIP防災の課題④5 
で開発した情報共有システム（SIP4D）等から地6 
震観測・被害推定情報を入手し、エリア内の関係7 
者に配信する。すなわち、一般市民には、行動指8 
針や公共交通、一時滞在施設等の情報を時間フェ9 
ーズに応じて配信する。一方、エリア内の施設管10 
理者等の災害対応従事者には、関連情報の配信と11 
同時に、自分の施設や周辺の関連情報を送付して12 
もらい、エリア内の状況を整理し、状況に応じた13 
適切な対応行動を支援する。Fig.5にはスマホに14 
よる受信画面の例を、Fig.6には2017年11月に実15 
施した地域防災訓練による災害対応支援アプリ16 
を活用した実証実験の様子を示す。受信アプリに17 
は地震関連情報（震源やエリア内の震度・長周期18 
地震動階級など）と行動指針とその関連情報が提19 
示される。時間フェーズと状況に応じたエリア内20 
での共通の行動を誘導することで混乱防止に有21 
効であることを確認した。 22 

2.2. 北千住駅周辺エリアへの適用 23 

北千住駅周辺エリアは、北は荒川、南は隅田川24 
に囲まれており、ほぼ中央に大規模ターミナル駅25 
である北千住駅（約150万人/日の乗降客）がある。26 
東京都の想定（2012）では震災時には約3万人の27 
滞留者と、1万人以上の帰宅困難者が予想されて28 
いる。エリア中央の南北に幹線道路（国道4号線）29 
が通り、東日本大震災時には北千住駅からの移動30 
した帰宅困難者や、南北の橋がボトルネックとな31 
り大渋滞が生じた。このエリアは液状化の危険度32 
が高く、多くの木造密集地域が存在する。例とし33 
て、Fig.7に木造住家を対象とした液状化危険度マ34 
ップ[6]と、建物壁面からの落下物を考慮した避難35 
困難度マップ[7]、を示す。さらに当エリアでは水36 
災の危険性が指摘されており、荒川破堤時には最37 
大で5m以上の浸水が想定されている。Fig.8に示38 
すように豪雨による内水氾濫のシミュレーショ39 
ンを実施し、降雨量レベル別の北千住駅地下街へ40 
の浸水ハザードを評価した[8]。 41 

 42 
 43 
 44 
 45 
 46 
 47 
 48 

 49 
 50 

Fig.7. 千住エリアで評価したハザードマップ 51 
左：木造住家の液状化危険度マップ[6]（液状化被害の可52 
能性が、Cは大、Bは比較的大、Aは小） 53 
右：建物壁面からの落下物を考慮した避難困難度[7] 54 

 55 
 56 
 57 
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 62 

Fig.8. 千住エリアでの浸水ハザード評価の例[8] 63 
 左：30年確率の降雨による浸水 64 
 右：最大クラスの降雨による浸水 65 

 66 
本事業では、Fig.9に示す水災時の対応支援アプ67 

リ（AREA RAIN）を開発し、北千住駅周辺の事業68 
者に試験配信を行っている[9]。本アプリは、エリ69 
ア内の詳細なXRAIN雨量レーダ情報（Fig.10左：70 
雨降ビューア）と内水氾濫のシミュレーションか71 
ら判断し、水害への注意喚起を関係者に自動メー72 
ル配信するシステムである。当アプリは北千住駅73 
周辺の鉄道事業者や商業施設に配信され、各事業74 
者による止水板の設置や早期避難など適切な対75 
応行動に活用されている（Fig.11参照）。さらに、76 
浸水を直接把握するために浸水検知センサを開77 
発した。このセンサは施設への設置を容易に行え78 
るよう無線・電池式である（Fig.10右）。 79 
 80 
 81 

 82 
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 84 
 85 
 86 
 87 
 88 
 89 
 90 
 91 
 92 
 93 

Fig.9. 水災対応支援アプリ（AREA RAIN）の概念図 94 
 95 
 96 
 97 
 98 
 99 
 100 
 101 
 102 

 103 
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 105 
 106 
 107 
 108 
 109 
 110 

Fig.10. 雨降りビューア（左）と浸水検知センサ 111 
（右上：センサ、右下：グレーチングへの設置の様子） 112 
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Fig.11. 北千住駅周辺事業者の止水板設置訓練 11 

2.3. 横浜駅周辺エリアへの適用 12 

災害対応支援アプリの水平展開として、2017年13 
度より横浜駅西口エリアへの適用を開始した。当14 
該エリアは帷子川水系河川に隣接する埋め立て15 
臨海低地であり、洪水等の水災、延焼火災や液状16 
化、津波などの震災の危険度が高い地域である。17 
北西部に高台が隣接しており、震災時は速やかな18 
高台避難が求められている。横浜駅は６つの鉄道19 
が集中するターミナル駅であり、1日平均約224万20 
人の乗降客が利用している。西口には大規模な地21 
下街（相鉄ジョイナス）があり、隣接する事業者22 
により横浜駅西口共同防火防災管理協議会が結23 
成され、震災・水災時の対策として「震災時の混24 
乱防止を図るための対応方針」、および、「横浜25 
駅西口地下街等避難確保及び浸水防止計画」が整26 
備されている。 27 

Fig.12 に水災対応アプリとして開発した28 
「AREA RAIN for 横浜駅西口」の概要図を示す29 
（2018年8月より運用開始）。これは前述の降雨30 
レーダ情報（雨降りビューア）と新たに開発した31 
LPWA（Low Power Wide Area）による浸水センサ32 
に加えて、神奈川県・横浜市、および相鉄ジョイ33 
ナスによる河川水位計、海上保安庁の横浜港潮位34 
計の情報を統合し、エリア関係者に注意喚起メー35 
ルと、当該協議会の浸水防止計画に基づく対応指36 
令情報を送信するシステムである。 37 

水災対応アプリの運用開始にあたり、Fig.13に38 
示すように協議会の事業者を対象に図上演習形39 
式のワークショップを実施した（2018年8月1日）。40 
神奈川県による帷子川水系河川の破堤浸水シミ41 
ュレーション結果をもとに、台風接近から豪雨の42 
発生、横浜市による「避難準備・高齢者等避難開43 
始」、「避難勧告」、河川破堤による浸水、「避44 
難指示（緊急）」の発令、とタイムライン的に水45 
災対応アプリを想定した情報付与を行い、参加事46 
業者の防災担当者に、事前計画に基づく対応行動47 
（閉店、お客誘導、止水板設置など）を考え、記48 
述して頂いた。これまでは、関連する多数の情報49 
が様々な機関からバラバラに入手する必要があ50 
ったが、本アプリでは、速やか、かつ適切なタイ51 
ミングで必要な関連情報が提供されるため、より52 
効果的な対応が可能になるとの評価を頂いた。 53 

 54 
 55 
 56 
 57 
 58 
 59 
 60 
 61 
 62 
 63 
 64 

Fig.12. AREA RAIN for 横浜駅西口の概要図 65 
 66 

 67 
 68 
 69 
 70 
 71 
 72 
 73 
 74 
 75 
 76 

Fig.13. 幸川破堤による横浜駅西口地域の浸水状況（左：77 
破堤60分後）と浸水対応ワークショップの様子（右） 78 

2.4. 今後の展開 79 

横浜駅周辺エリアでは水災対応アプリに加え80 
て、新宿駅周辺エリアで開発した震災対応アプリ81 
の移植中である。2018年10月には試験運用を開始82 
し、水災対応アプリと併せて検証WSを経て、実83 
運用を開始する。本事業で開発した災害対応アプ84 
リのソースコードや導入・運用マニュアル、３つ85 
のエリアで実施した具体的な実例は全て公開し、86 
他の大都市中心市街地や施設でも導入可能とす87 
る。また本事業の終了後も、開発アプリは工学院88 
大学・総合研究所 都市減災研究センター、および、89 
東京電機大学・総合研究所 レジリエントスマート90 
シティ研究所により継続運用される予定である。91 
さらに、本事業で開発したアプリの一部（超高層92 
建築居住者向けの長周期地震動相当の情報など）93 
は、災害関連情報を提供する民間事業者から配信94 
する予定である（2018年度内を予定）。 95 

3. サブテーマ２：地域防災の持続的向上可96 

視化アプリケーションの技術開発 97 

災害発生時には，救援・救護・救助等への迅速98 
な対応が求められるが，これらの要求が，いつど99 
こで発生するかを予見することは難しい。また，100 
これらの要請に対応する担当者も，自らが被災し101 
たり，または，遠隔地に滞留しているなど，対応102 
できない場合も発生しうる。ここでは，救援・救103 
護・救助等で要請される作業を総称して「タスク」104 
と呼び，これらに対処・対応する人を「作業者」105 
と呼ぶこととする。 106 
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本テーマで掲げる目標は，「災害時における，1 
限られた時間・人員・物資を最大限に活用して被2 
害を最小化すること」である。この目標を達成す3 
るために，災害発生時には空間的に散在している，4 
様々なタスクと担当者を「マッチング」させ，作5 
業者に巡回のための最適ルートを提示して「ナビ6 
ゲート」し，その進捗状況を「モニタリング」す7 
ることのできる「巡回支援アプリ」システムの開8 
発を試みる（Fig.14参照）。 9 
 10 

 11 
 12 
 13 
 14 
 15 
 16 
 17 
 18 
 19 
 20 
 21 
 22 
 23 

Fig. 14. 巡回支援アプリのコンセプト 24 

3.1. システムの基本構成と演算サーバ 25 

ここで開発する「巡回支援アプリ」は，利用者26 
にとって導入・管理が比較的容易であるWebアプ27 
リケーションとした。災害発生時に要請される，28 
システムの耐災害性・安定稼動性・リアルタイム29 
性を考慮して，クラウドサーバ上に構築すること30 
とした。利用者がスマートフォンなどの携帯端末31 
等からクラウドサーバに情報を投稿し，これを利32 
用者が共有するという本システムの基本構成は，33 
発災直後の初動対応に必須となる早期災害情報34 
の収集・共有システムとしての機能も果たす。こ35 
の基本構成に，タスクと作業者のマッチング，さ36 
らに，最適ルートの提示を担う演算サーバを組み37 
込むことで，上記の目標を達成することが可能と38 
なる（Fig.15参照）。演算サーバに様々な機能を39 
追加することにより，多様な要請にも柔軟に対応40 
することが可能である。 41 

 42 
 43 

 44 
 45 
 46 
 47 
 48 
 49 
 50 
 51 
 52 
 53 
 54 

Fig. 15. 巡回支援アプリのシステム構成 55 

3.2. フィールド実験によるシステム検証 56 

巡回支援アプリの基本性能を検証するため，フ57 
ィールド実験を実施した（2015年10月29日，11月58 
19日）。ここでは，1.6km×1.2kmの範囲（Fig.1659 
参照）に，要援護者が住まう住宅を25箇所設置し，60 
これを4人の作業者が巡回して安否確認を行うと61 
いう内容の実験である。このとき，既存のSNSサ62 
ービスのひとつであるLINEを利用して情報交換63 
を図り，誰がどの要援護者の安否確認を行うのか64 
を相談しながら行う比較実験も行った。 65 

実験結果をFig.16に示してある。LINEを用いて66 
行った実験では，作業者の移動軌跡は明らかに長67 
く，一部に交差も認められ，明らかに不効率な巡68 
回が発生している。これに対し，巡回支援アプリ69 
を用いた実験では，作業者の移動軌跡は，明らか70 
にシンプルで短く，効率的な巡回が達成されてい71 
ることがわかる。さらに，経過時間と安否確認件72 
数の関係をみると（Fig.16右），LINE使用時には，73 
傾きが小さく，単位時間当たりのタスク完了率が74 
低いことがわかる。特に，全安否確認が完了する75 
直前の作業効率の低下が著しい。これは，作業者76 
が各自近隣のタスクを優先し，遠方のタスクは後77 
回しにしたため，実験終盤の作業効率の低下と作78 
業完了時間の遅延が発生したと考えられる。これ79 
に対し，巡回支援アプリを用いれば，作業効率を80 
落とすことなく，ほぼ一定の効率で全作業を完了81 
できることがわかる。このケースでは，LINE使用82 
時の半分以下の時間で全作業を完了できており83 
非常に高い効率が見て取れる。 84 

以上の検証結果をより強固にするため，作業内85 
容を若干複雑にしたフィールド実験を試みた86 
（2017年2月21日）。具体的には，0.5km×0.5kmの87 
範囲（Fig.17参照）に，作業時間が異なるタスク88 
を計50箇所設置し，これを10人の作業者が巡回し89 
て対応するという内容の実験である。ここでは，90 
演算サーバに作業量の違いを考慮するためのオ91 
プションを追加した後，①LINEを用いた比較実92 
験，②巡回支援アプリを用いた実験， ③マルチ・93 
エージェント・シミュレーション（MAS）による94 
実験を行った。実験結果をFig.18に示してある。95 
LINEを用いた場合には，複数の作業者による同96 
一作業地点への重複巡回や，誰も巡回していない97 
未完了作業地点（見落とし）が発生している。巡98 
回支援アプリによれば，こうした問題を回避して，99 
効率的に巡回できることが確認できる。 100 

さらに，ふたりの作業者A，Bと，これらにそれ101 
ぞれ対応するエージェントの作業効率を比較し102 
てFig.19に示してある。作業者Aにつては最適化103 
されたエージェントと同等の効率で巡回してい104 
ることが分かる。これに対し，作業者Bは，主に105 
移動速度が遅いために，エージェントの作業効率106 
との間に大きな差が確認できる。この事実は，作107 
業者Bの作業効率が低いことだけではなく，個々108 
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の作業者の能力の違いを考慮して，全体最適を図1 
ることの必要性を示唆している。すなわち，作業2 
者全員に同等の能力を仮定するのではなく，個々3 
の作業者の能力の違いや特性を組み込むことの4 
できるシステムとするべきであるといえる。巡回5 
支援アプリにおいては，演算サーバに作業者ごと6 
に異なる能力や特性を組み込むことで，容易に対7 
応することができる。さらに，防災訓練等におけ8 
る各作業者の作業効率を，本アプリで計算される9 
最適解と比較することで，作業時間や対応順序を10 
見直し，防災訓練マニュアルを更新するための資11 
料とすることも可能である。 12 

 13 

Fig. 16. 安否確認のフィールド実験 
 

Fig. 17. 巡回先作業ウエイトを考慮した実験 
 

Fig. 18. 巡回支援アプリの評価 

Fig. 19. 作業者の効率評価

3.3. 自治体危機管理室でのデモ実験 14 

川崎市危機管理室において水害災害（多摩川の15 
氾濫）を想定したデモ実験を行った（2016年9月216 
日）。実験の概要をFig.20に示してある。また，実17 
験中にスクリーンに投影したモニタリングの様18 
子をFig.21に示してある。本デモ実験は，３つの19 
部分から構成される。第一は，早期災害情報の収20 
集・共有実験である。多摩川の水位状況や道路の21 
冠水状況を登庁過程に確認し，写真と共にシステ22 
ムに投稿するという実験である。第二は，川崎市23 
から発信される防災体制発令の場面でのシステ24 
ム活用実験である。川崎市では，FAXを用いて約25 
900の施設に防災体制発令（注意/警戒/非常）を発26 
信する責務を担っている。本システムを活用すれ27 
ば，防災体制を発令するだけでなく，各施設が情28 
報を受信したのか否か，また，どのような体制を29 
整えたのか等を確認することが可能である。第三30 
は，防災体制発令を受け取る施設の一つである川31 
崎アゼリアでの実験である。川崎アゼリアは，来32 
訪者数が国内第三位の大規模地下街であり，201033 
年には大雨による内水氾濫が発生し，地下街は浸34 
水被害を受けている。ここでは，地下と地上の接35 
続部分を巡回して確認する場面に巡回支援アプ36 
リを活用した。作業員が止水板の設置箇所の写真37 
をシステムに投稿し，防災センターでこの状況を38 
モニタリングする実験を行った。 39 

Fig. 20. 自治体での実証実験の概要
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Fig. 21. 自治体での実証実験の様子 
 1 
以上の３つのデモ実験は滞りなく完了し，電話2 

やFAXでは到底達成のできない高い効果が期待3 
されることなど，川崎市担当者から本システムを4 
高く評価していただいた。 5 

3.4. 平常時利用を想定したデモ実験 6 

今までに開発された多くの類似システムに共7 
通する課題のひとつとして，実際の災害時に活用8 
されにくいという課題がある。この背景には，①9 
（特に，民間企業においては）防災機能だけに特10 
化したシステムを導入するコストへの抵抗感が11 
あること，②初期導入コストだけでなく，維持管12 
理コストも継続的に必要となること（怠ればシス13 
テムの老朽化に直結すること），③担当者の配置14 
換え等によりシステム利用可能者が不在となっ15 
てしまうことなどがある。 16 

そこで，本研究課題では，開発したシステムの17 
平常時における活用の可能性についても同時に18 
検討した。このことにより，上記３つの課題それ19 
ぞれについて，①平常時業務の効率化を図ること20 
が可能となれば，積極的なシステム導入の根拠と21 
なりうること，②平常時利用によりメンテナンス22 
やバージョンアップが常時図られ，最新の状態を23 
維持できること，③担当者のみならず，多くの従24 
業員が平常時に利用することで，システムへの親25 
和性は高まり，非常時のスムースな活用につなが26 
ることなどが期待される。 27 

本研究課題では，東京駅に隣接する高層ビル内28 
のホテルにおける清掃業務の平常時利用につい29 
て検討した。ホテルでは，ランダムに発生する宿30 
泊客のチェックアウトに応じて，清掃員を派遣し，31 
その後，フロアーチーフが清掃状況を確認すると32 
いう一連の業務がある（Fig.22参照）。この場面33 
に，巡回支援アプリを平常時モードとして適用す34 
る。非常時モードとしては，災害発生時における35 
宿泊客の安否確認を支援する場面での活用を想36 
定して，実証実験を行った（2017年9月27日）。 37 

まず，清掃作業員の割当とフロアーチーフによ38 
る確認作業（平常時モード）においては，現状の39 
作業効率と比較して，アプリ使用時には効率が高40 

いことがわかる（Fig.23）。また，非常時モードと41 
しては，宿泊客の在室情報と本アプリを連動させ42 
ることにより，宿泊客不在の客室に対する不要な43 
安否確認を省略して，効率的な安否確認を短時間44 
で完了することができる（Fig.24）。 45 
本システムが平常時業務の効率化に寄与できる46 
という利点と，さらに，災害時には宿泊客の安全47 
を確保しなければならないという責務を同時に48 
達成できることが評価され，本システムは同ホテ49 
ルに本格的に導入されることとなった。 50 
 51 

Fig. 22. 高層ホテルの清掃業務への適用 
 

Fig. 23.清掃業務支援における効果 
 

Fig. 24. 災害時安否確認における効果 
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3.5. 今後の展開の可能性 1 

サブテーマ２で開発したシステムの社会実装，2 
水平展開を考える上で，大きな可能性を有する方3 
向性として以下の３つを想定している（Fig.25参4 
照）。 5 

まず，①日常的に実施される安全管理業務（例6 
えば，エレベータ保守点検，警備業務，消防，設7 
備点検，駅管理業務等）への適用である。定期・8 
不定期を問わず点検箇所に担当者を派遣すると9 
いう一連の業務プロセスは，巡回支援アプリの開10 
発コンセプトと合致しており，平常時利用での活11 
用ポテンシャルは高いといえる。さらに，②災害12 
弱者への対策が遅れている施設やエリア（福祉・13 
養護施設，医療施設，避難所等）への適用である。14 
例えば，災害発生時にこれらの施設から発信され15 
る様々な物資や人員に対する要請を速やかに収16 
集し，能力や機能を備えた人員や物資を速やかに17 
マッチングし，派遣する場面での活用が期待され18 
る。さらに，③労働集約型業務（宅配サービスな19 
ど）や位置測位ビジネスへの適用である。宅配サ20 
ービスなどでは，物品を配達先に効率的に届ける21 
ための工夫はなされているものの，一層の効率化22 
を図る方法が求められている。熟練配達員の勘や23 
経験をもとに効率化を図る方法には限界があり，24 
また，将来的にこの方法を維持することは困難で25 
ある。こうした労働集約型業務については，演算26 
サーバの機能を調整し，AI機能を拡張することで27 
十分に対応可能であり，この分野における展開に28 
は大きな可能性がある。 29 

 30 
 31 

 32 
 33 
 34 
 35 
 36 
 37 
 38 
 39 
 40 
 41 
 42 
 43 
 44 

Fig. 25. 今後の展開の可能性 45 

4. おわりに 46 

震災・水害に起因する複合災害への効果的な対47 
応・減災支援技術して、SIP防災の課題⑦－２で開48 
発した「サブテーマ１：巨大都市・大規模ターミ49 
ナル駅周辺地域における複合災害への対応支援50 
アプリケーションの開発」、および、「サブテー51 
マ２：地域防災の持続的向上可視化アプリケーシ52 
ョンの技術開発」の成果を報告した。従来の防災53 

関連システムでは，行政が主体となりトップダウ54 
ンで社会浸透を図る方法が試みられてきたが，今55 
後はこれに加えて，日常的に利用されるアプリに56 
防災機能をバンドル化することで社会実装を図57 
る，いわば，ボトムアップ型の社会実装戦略につ58 
いても積極的に検討されて良いと考えられる59 
（Fig.25参照）。 60 
 61 
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